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１ はじめに 
地⽅公共団体における公会計制度は、現⾦収⽀に着目した単式簿記による現⾦主

義会計を採⽤しています。しかし、単式簿記は、発⽣主義の複式簿記を採⽤する企業会
計と⽐較し、過去から積み上げた資産や負債といったストック状況とともに、減価償却費や
引当⾦といったコスト情報を把握できないことが課題となっていました。 

こうした中、国は、発⽣主義・複式簿記に基づく「統⼀的な基準による地⽅公会計マニ
ュアル」を平成27年１⽉に公表し、当該基準による財務書類等を、原則として平成28年
度決算までに全ての地⽅公共団体において作成するよう要請しました。 

本市においても、平成27年度決算までは、複式簿記の導⼊や固定資産台帳の整備
が必要ではない簡便な作成⽅式の「総務省⽅式改訂モデル」を採⽤して財務書類を作
成していましたが、平成28年度決算からは「統⼀的な基準」による財務書類等を作成し、
公表しています。この「統⼀的な基準」の導⼊により、⾃治体間における⽐較分析や、固
定資産台帳を整備することで、公共施設マネジメント等への活⽤が可能になります。 

 
図１ 単式簿記と複式簿記 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図２ 現⾦主義会計と発⽣主義会計 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

発⽣主義 
会計 

現⾦の収⼊・⽀出に関わらず、取引が発⽣した時点で収益・費⽤ 
を記帳する考え⽅ 
※減価償却費や引当⾦など現⾦⽀出を伴わないコストを把握 

単式簿記 

【⾞両(価格 100 万円、耐⽤年数５年)の減価償却イメージ】 
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当 年度  
(n 年) n+１年  n+2 年  n+３年  n+４年  n+5 年  

100 万 円  

※現⾦ 主 義 会 計の場合 は、⽀出 年 度に 100 万 円を計 上するのみ 

経済取引の記帳を現⾦の収⼊・⽀出として⼀⾯的に⾏う簿記⼿法 

複式簿記 経済取引の記帳を借⽅と貸⽅に分けて⼆⾯的に⾏う簿記⼿法 

【現⾦100万円で⾞両を１台購⼊した場合】 
 ・単式簿記の場合は、現⾦⽀出100万円を記帳するのみ 
 ・複式簿記の場合は、現⾦収⽀とともに資産の増加を記帳 

資産の増加 資産の減少 
(借⽅)⾞両100万円 (貸⽅)現⾦100万円 

 

現⾦主義 
会計 

現⾦の収⼊・⽀出といった事実に基づき、それを記帳する考え⽅ 
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２ 財務書類 
本市の財務書類は、次の４表で構成されます。 

 名 称 概 要 

１ 
貸借対照表 
(略称︓BS) 

基準日時点(決算日)における資産や負債などの財政状
況を明らかにするもので、保有する資産や将来負担するこ
とになる負債をストック情報として総括的に表しています。  

２ 
⾏政コスト計算書 

(略称︓PL) 

１年間の⾏政サービス活動に伴い発⽣した費⽤と、その
財源としての収益の⾦額の累計額を表すもので、⺠間企
業の損益計算書に相当します。⾏政コスト計算書におけ
る収益は、⾏政サービス提供の直接的な対価として⽀払
われる使 ⽤ 料や⼿ 数 料 が主 なもので、税 ⾦や補 助 ⾦ は
計上しません。よって、収⽀差引きにより算出される純⾏
政コストは、税⾦などで賄うべきものの額を表しています。 

３ 
純資産変動計算書 

(略称︓NW) 

１年間の純資産の変動状況を表すものです。⾏政コスト
計算書には計上されていない税⾦や補助⾦は、純⾏政コ
ストを賄うべき財源として計上されています。 
純資産の増加は、将来に引き継がれる資産が現世代の
負 担 により蓄 積 され、将 来 世 代 の負 担 が軽 減 したことを
意味し、純 資産の減 少は、その分の負 担 が将来 世 代に
先送りされたことを意味します。 

４ 
資⾦収⽀計算書 

(略称︓CF) 

１年間の資⾦の増減を明らかにするもので、資⾦の性質
に応じて、業務活動収⽀・投資活動収⽀・財務活動収
⽀の３つの区分に分けて表しています。 

 
図３ 財務書類の相互関係 
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 純⾏政コスト  
投資活動収⽀ 

 
臨時損失 
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本年度末残⾼ 

 
本年度末残⾼ 

 
 

うち 
現⾦ 
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+本年度末歳計外現⾦残⾼  

貸借対照表  資⾦収⽀計算書  ⾏政コスト計算書  純資産変動計算書  
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３ 財務書類の対象範囲 
地⽅公共団体とその関連団体を連結して、⼀つの⾏政サービス実施主体として捉え、

公的資⾦等によって形成された資産の状況やその財源とされた負債・純資産の状況、更
には⾏政サービス提供に要したコストや資⾦収⽀の状況などを総合的に明らかにする必要
があります。 

このため、⼀般会計に地⽅公営事業会計以外の特別会計を加えた「⼀般会計等財
務書類」、⼀般会計等に地⽅公営事業会計を加えた「全体財務書類」、さらに関連団
体を加えた「連結財務書類」を作成します。 

図４ 財務書類の対象となる団体(会計) 
春日井市  

関連団体 
⼀般会計等 地⽅公営事業会計  

【⼀般会計】 
【特別会計】 
・公 共 ⽤ 地 先 ⾏ 取 得 事
業 

・⺠家防⾳事業 
・潮⾒坂平和公園事業 

【特別会計】 
・国⺠健康保険事業 
・後期⾼齢者医療事業 
・介護保険事業 
・介護サービス事業 
・大 泉 寺 地 区 企 業 ⽤ 地
整備事業 

【企業会計】 
・市⺠病院事業 
・水道事業 
・公共下水道事業 

 【地⽅三公社】 
・春日井市土地開発公社 
【第三セクター等】 
・公益財団法人かすがい市⺠⽂化
財団 

・公益財団法人春日井市スポーツ
ふれあい財団 

・公益財団法人春日井市健康管
理事業団 

・社会福祉法人春日井市社会福
祉協議会 

・公益財団法人春日井市食育推
進給食会 

・勝川開発株式会社 
・⾼蔵寺まちづくり株式会社 
【⼀部事務組合】 
・尾張東部⽕葬場管理組合 
・春日井小牧看護専門学校管理
組合 

【広域連合】 
・愛知県後期⾼齢者医療広域連合 

    

本書は、⼀般会計等の財務書類について記載しています。 

⼀般会計等財務書類 

全体財務書類 

連結財務書類 
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４ 貸借対照表 (平成31年３月31日現在)  
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【主な項目説明】 

名 称 概 要 

事業⽤資産 
学校、保育園、消防署、クリーンセンターなど、市が事業活
動を⾏うための資産 

インフラ資産 道路、公園、河川など社会⽣活の基盤となる資産 

引当⾦ 
将来の特定の費⽤または損失として、⾦額を合理的に⾒積
もったもの 

⻑期延滞債権 1年以上に渡り、徴収がなされていない税⾦などの債権 

地⽅債 建物の建設などのために⾦融機関などから借り⼊れた資⾦ 

純資産 
資産額から負債額を控除した正味の資産額であり、税⾦な
どによりこれまでの世代が負担し、将来世代へ引き継がれる
資産の残⾼ 

 
 
【本年度の状況について】 

資産合計は約4,191億円、負債合計は約990億円、純資産合計は約3,192億円
です。資産合計に占める負債合計の⽐率は23.6％であり、資産合計のうち約2割が将来
世代の負担になっていることがわかります。 

平成29年度決算と⽐較すると、資産合計は約1億円減少、負債合計は約27億円
減少し、結果として純資産合計は26億円の増加となります。資産合計が減少した主な理
由は、ふれあい農業公園整備に係る土地の購⼊や小中学校を始めとする教育施設等の
整備、財政調整基⾦の増加等により資産が増加しましたが、インフラ資産等の減価償却
が進んだことにより減少しました。負債合計が減少した主な理由は、土地開発公社の経営
健全化に伴い損失補償引当⾦が減少したことや、中期財政計画に基づき計画的に地⽅
債の削減に努めたことによるものです。これらにより、将来世代に引き継ぐ純資産は0.8％増
加しています。 
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５ ⾏政コスト計算書 (平成30年４月１日〜平成31年３月31日) 
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【主な項目説明】 

名 称 概 要 

業務費⽤ 
人件費や物件費、減価償却費など、経常的な⾏政活動に
係る費⽤ 

移転費⽤ 
医療費助成などの社会保障給付や、他団体に対する補助
⾦など、他の主体に交付することにより効果がある費⽤ 

純経常⾏政コスト 
経常的な⾏政活動に係る費⽤のうち、税⾦などで賄うべき
費⽤ 

臨時損失 
災害の復 旧費 ⽤など、その会計期 間に臨時 的に発⽣した
費⽤ 

臨時利益 
資産を売却したことによる利益など、その会計期間に臨時的
に発⽣した収⼊ 

純⾏政コスト 
その会計期間に臨時的に発⽣したものを含めた全ての費⽤
のうち、税⾦などで賄うべき費⽤ 

 
 
【本年度の状況について】 

平成30年度の１年間の純経常⾏政コストは約804億円、臨時に発⽣した利益等を
踏まえると純⾏政コストは約789億円になります。 

経常費⽤の内訳は、移転費⽤のうち社会保障給付に係るコストが最も多く、業務費⽤
の中では、物件費や減価償却費などの物件費等が約300億円、続いて職員給与費など
の人件費が約166億円となっています。 
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６ 純資産変動計算書 (平成30年４月１日〜平成31年３月31日)  

 
 
 

【主な項目説明】 

名 称 概 要 

税収等 
市⺠税や固定資産 税などの地⽅税、国から交付される地
⽅交付税や地⽅譲与税等 

資産評価差額 有価証券などの評価替を⾏った場合の差額 

無償所管換等 寄附などにより無償で取得した固定資産の評価額等 

 
 
【本年度の状況について】 

⾏政コスト計算書により算出された純⾏政コストを税収等や補助⾦などの財源により賄
うことで、本年度差額は約40億円となっており、本年度末純資産残⾼は約3,192億円に
なります。 
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７ 資⾦収⽀計算書 (平成30年４月１日〜平成31年３月31日) 
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【主な項目説明】 

名 称 概 要 

業務活動収⽀ 経常的な⾏政活動に伴い、継続的に発⽣する資⾦の収⽀ 

投資活動収⽀ 
建物の建設などの資本形成活動に伴い、臨時的に発⽣す
る資⾦の収⽀ 

財務活動収⽀ 
資 ⾦ の借 ⼊ やその償 還 など、負 債 の管 理 に係 る資 ⾦ の収
⽀ 

歳計外現⾦ 市営住宅の敷⾦など、⼀時的に預かっている資⾦ 

 
 
【本年度の状況について】 

業務活動収⽀については、人件費や物件費等の経常的な⾏政サービスを提供するため、
約774億円を⽀出した⼀⽅で、税収等の収⼊が約859億円あったため、約84億円の資
⾦余剰になりました。 

投資活動収⽀については、補助⾦や基⾦取崩の収⼊が約28億円あった⼀⽅で、建物
の建設や改修などの資産形成のため、約107億円を⽀出したため、約78億円の資⾦不
足になりました。 

財務活動収⽀については、地⽅債の借⼊による収⼊が約70億円あった⼀⽅で、地⽅
債の償還等のため約78億円を⽀出したため、約8億円の資⾦不足になりました。 
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８ 財務書類からわかる各種指標 
 

純資産⽐率 76.2％ 
地⽅公共団体は、地⽅債の発⾏を通じて、将

来 世 代 と現 世 代 の負 担 の配 分 を⾏ います。従 っ
て、純資産の変動は、将来世代と現世代との間で
負担の割合が変動したことを意味します。 

例えば、純資産の減少は、現世代が将来世代
にとっても利⽤可能であった資源を費消して便益を
享受する⼀⽅で、将来世代に負担が先送りされた
ことを意味します。逆に、純資産の増加は、現世代
が⾃ らの負 担 によって将 来 世 代 も利 ⽤ 可 能 な資
源を蓄積したことを意味します。 

 
 
 
 

資産⽼朽化⽐率 66.1％ 
有形固定資産のうち、償却資産の取得価額等

に対する減価償却累計額の割合を算出することに
よって、耐⽤年数に対して資産の取得から、どの程
度経過しているのかを全体として把握することができ
ます。 

 
 
 

 
 

将来世代負担⽐率 13.4％ 
社会資本等について将来の償還等が必要な負

債による形成割合を算出することによって、社会資
本 等 形 成 に係 る将 来 世 代 の負 担 の⽐ 重 を把 握
することができます。 

 
 
 
 
 
 

【算出式】 
純資産合計÷資産合計 

【算出式】 
減価償却累計額÷ 

(有形固定資産(償却資産)+減価償却累計額) 

【算出式】 
地⽅債残⾼（特例地⽅債を除く）÷ 

有形･無形固定資産合
計 

63.6 
65 66.1

50

55

60

65

70

平成28年度末 平成29年度末 平成30年度末

% 資産⽼朽化⽐率の推移

13.3 13.2 13.4

10

12

14

16

18

20

平成28年度末 平成29年度末 平成30年度末

% 将来世代負担⽐率

74.7 

75.5 

76.2 

70

72

74

76

78

80

平成28年度末 平成29年度末 平成30年度末

%
純資産⽐率


